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（参考）政策レビューテーマ一覧（平成 14 年度～平成 30 年度） 
    住生活基本計画（平成 21～22 年度評価書）（委員限り） 

道路交通の安全施策（平成 13~14 年度評価書、平成 21~22 年度評価書） 
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一次案に対する意見集約、評価書（案）修正）

4月24日 第35回政策評価会(キックオフ)

（5月～7月

（6月末

政策レビュー評価書（一次案）作成、委員送付【担当委員】

政策レビューに関する個別指導（適宜開催））
《資料：評価会意見を踏まえた追加データ（現状に係るもの）、追加基礎
データ、目次構成（案）、評価会意見と対応方針を整理した資料》

第36回政策評価会（政策チェックアップ））

平成27年度取りまとめ政策レビュー年間スケジュール

（1月

平成27年度とりまとめ政策レビュー評価書決定

2月下旬
　～3月上旬

9月下旬(予定)

（10月～12月

3月中旬

二次案に対する反映状況送付【全委員】

12月中旬

2月上旬

（2月中旬

政策レビュー評価書（二次案）作成、委員送付【全委員】

二次案に対する意見集約、評価書（案）修正）

第37回政策評価会
・平成27年度とりまとめ政策レビュー中間報告等

政策レビューに関する個別指導（適宜開催））

資料２－１



① 国際協力・連携等の推進 国際統括官

② 国際コンテナ戦略港湾政策 港湾局

③ 住生活基本計画 住宅局

④ 道路交通の安全施策 総合政策局、道路局、自動車局

平成27年度取りまとめ政策レビューテーマ一覧

テ　ー　マ 担　当　局　等

資料２－２



平成27年度取りまとめ政策レビューの取組方針

テ　ー　マ　名  国際協力、連携等の推進

対象政策の概要

①我が国企業の海外展開推進という観点から、関係機関と連携して、国際協力、政策対話等の多面的な戦略的外交を推進す
る。
②良好な国際関係を構築するため、相手国・国際機関との多国間・二国間会議等を継続的に実施するとともに、開発途上国の自
立的発展を促進するため、研修員受け入れ、専門家派遣、各種調査等の協力・支援を推進する。

評価の目的、必要性

世界のインフラ市場は、新興国等の急速な都市化と経済成長により、今後の更なる拡大が見込まれている一方、我が国の経済
社会状況を踏まえれば、新興国等の成長への貢献を強化するとともに、我が国の技術とノウハウを活かして世界のインフラ需要
を取り込むことが不可欠である。特に昨今の政府全体の動きとして「インフラシステム輸出戦略」を策定するとともに、インフラシス
テム輸出が日本再興戦略に位置付けられ、国として我が国企業の海外展開を強力に推進しているところであり、政策としてのイ
ンフラ海外展開の重要性が急速に高まっている。また、国際連携を強化し、日本が国際ルール作りを主導するとともに、日本の経
験・成果・政策を外国に発信すること等により、国際社会における日本のプレゼンスを高め、あるいは先進国として世界的課題の
解決に貢献することも重要である。今般、これらの目的を達成すべく取り組んでいる国際協力、連携等を推進するための施策に
ついて評価を行うことで、より効果的な政策立案につなげていく必要がある。

評　価　の　視　点
「川上」からの参画・情報発信、インフラ輸出に取り組む企業支援、ソフトインフラの展開、多国間・二国間会議、経済連携・交渉等
に係るこれまでの取組を中心に、対象政策が国際協力、連携等の推進にあたり効果的なものとなっているかを検証する。

評　価　手　法

政府全体として「インフラシステム輸出戦略」の改訂・フォローアップを毎年行っているほか、経協インフラ戦略会議を定期的に開
催し、個別テーマに応じたインフラ海外展開政策の検討を行っている。また、国土交通省としても平成24年から25年にかけて、産
学の有識者から構成される「インフラ海外展開推進のための有識者懇談会」において、国土交通分野のインフラ海外展開におけ
る課題等について議論いただき、「これからのインフラ・システム輸出戦略」をとりまとめている。これらの取組において議論されて
きた考え方や内容等も踏まえ、関連データの収集や必要に応じて企業等の関係者へのアンケート・ヒアリング調査等を行うことに
より、施策の実施状況や効果を整理し、分析する。

検　討　状　況
今後、「これからのインフラ・システム輸出戦略」で示された考え方等に沿って、現在の施策を点検するとともに、最新データの収
集及び必要に応じてアンケート・ヒアリング調査等を行う。

第三者の知見の活用 －

備　　考
関連する政策チェックアップ指標：
　業績指標１６４　「国際協力・連携等の推進に寄与したプロジェクトの件数」

資料２－３



１．国土交通省の国際関係組織
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港湾局

国土交通省の国際関係組織について

○ 国土交通省の国際関係組織は、国際統括官及び各局等の国際担当部局で構成。

○ 国際統括官は、関係局等と連携しつつ、次の役割を果たす。
① 国際事案についての省の窓口機能を果たす。
② 複数局等にまたがるなど、省全体として戦略的な方針が必要な事案を担当する。

○ 一局内で完結する国際案件は当該局等で処理する。

概 要

鉄道局 土地・建設産業局 都市局

国
際
統
括
官

インフラ
海外展開

国際連携・
情報発信

例） トップセールス、政府間協議

航空局

･･･ ･･･

例） 二国間・多国間会議、EPA/FTA交渉

今回の政策レビューの対象

一局内で完結する案件
例） 個別分野の企業等支援、調査・セミナー等 2



２．インフラ海外展開に係る施策
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世界におけるインフラ需要について（旺盛な世界のインフラ需要）
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アジア

中南米

（年）

その他

全世界 230兆円／年

出典：OECD (2006, 2011)

アジア 80兆円／年

出典：ADB（2009）

（兆円）

世界のインフラ事業

民間活用型交通インフラ事業の伸び交通インフラ事業の伸び

出所：OECD (2011)

38兆円／年

59兆円／年

●新興国をはじめ、世界のインフラ事業は膨大。その中でも、民間の資金・ノウハウを活用する
民間活用型が増加

※交通：空港、鉄道、道路、港湾
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インフラ海外展開に関する政府の方針（ 「インフラシステム輸出戦略」のポイント）

５

本

の

柱

１. 企業のグローバル競争力強化に向けた官民連携の推進
・多彩で強力なトップセールス

・経済協力の戦略的展開（政策支援ツールの有効活用）
⇒ F/S； 実証事業； 技術協力； 無償資金協力； 円借款； 公的金融

・官民連携体制の強化

・面的・広域的な取り組み

・川上から川下まで

・法制度等ビジネス環境整備

３. 先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得
・国際標準の獲得、認証基盤の強化

・低炭素技術の海外展開支援

・防災主流化の主導

２. 中小・中堅企業及び地方自治体への支援、人材育成
・中小・中堅企業及び地方自治体のインフラ海外展開

・グローバル人材の育成及び人的ネットワーク構築

５. 安定的かつ安価な資源の確保の推進
（天然ガス・石油・鉱物資源・石炭）

４. 新たなフロンティアとなるインフラ分野
（医療分野・農業分野・宇宙分野・防災・海洋インフラ・超電導リニア等）

ＡＳＥＡＮ

「絶対に失えない、負けられない市場」。
「FULL進出」がキーワード。

あらゆる分野におけるインフラ輸出の拡大
サプライチェーンの強化による本邦進出企業の支援

アフリカ

企業の事業展開フィールドとして位置付けられていない。
ODAとも連携して「一つでも多くの成功事例」を生み出す。

その他（先進国等）

自然災害の脆弱性への対応や資源権益確保につながるイン
フラ輸出の促進

電力・交通等の我が国が強みを発揮できる分野でのインフラ
輸出の促進

地
域
別
取
組
み
方
針

南西アジア、中東、ロシア・ＣＩＳ、中南米

大きな成長市場。地理的・文化的要因もあって貿易・投資・イン
フラ海外展開で遅れている。

インフラ分野では競合国に先んじて重要な案件の受注を勝
ち取るべく、集中的に取り組む。

5（経協インフラ戦略会議「インフラシステム輸出戦略」（H26.6.3改訂）より）

●「インフラシステム輸出戦略」は政府の基本的政策をまとめたもの(「日本再興戦略」の一部)

地域別取組み方針によって、ASEANから世界に展開して行くとの方向を示している

「５本の柱」などあらゆる施策を動員して30兆円（2020年）の市場を獲得するとしている
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インフラ海外展開推進のための有識者懇談会

◎ 家田 仁 東京大学大学院工学系研究科教授

大橋 忠晴 日本鉄道車両輸出組合理事長
（川崎重工業（株）会長）

小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科教授

木村 惠司 一般社団法人不動産協会理事長
（三菱地所（株）会長）

小林 栄三 海外港湾物流プロジェクト協議会座長
（伊藤忠商事（株）会長）

アジア等の成長の果実を取り込むための日本の強みを活かしたインフラ海外展開について、これ

までの取り組みを評価・検証した上で、今後の課題を洗い出し、課題克服に向けた戦略及びそれ

らを実現するための具体的施策をとりまとめることをめざし、平成２４年５月設置。平成２５年２月

に「これからのインフラ・システム輸出戦略」をとりまとめ。

目的

委員

住川 雅晴 一般社団法人海外水循環システム協議
会理事長
（（株）日立製作所顧問）

清野 智 海外鉄道推進協議会会長
（東日本旅客鉄道（株）会長）

竹中 統一 一般社団法人海外建設協会会長
（（株）竹中工務店社長）

※ ◎：座長
（五十音順・敬称略）



基本的考え方

将来にわたり繁栄
し、世界で尊敬

される国

活力を維持するた
めのフロンティア

新興国等の成長の
取り込み

三つの意義 四つのポイント

１．相手国の風土、文化等の尊重

２．システム思考のソリューション提案

３．グローバル・ローカルな人材の確保・育成

■相手国が真に必要とするものを提供するには、相手国の風土、文化等を理解し、尊重することが必要。
■我が国の経験を伝え長期的な視点から提案することも必要。

■現地ニーズに適い、また我が国企業の利益にも適うようなソリューションを提案する能力が必要。

■国際標準を熟知しプロジェクトを指揮・管理する能力を持つグローバルな人材と、現地の文化等を理解し
尊重することができる現地に根付いたローカルな人材の双方が必要。

■グローバル・ローカルな人材とも、経験・ノウハウが必要。とりわけ、ローカルな人材は現地との密な人的
ネットワークが重要。

■現在活躍中の人材の能力向上、計画的な人材採用・養成、留学生の活用・登用が重要。

４．産学官の連携と役割分担

■関係省庁・関係機関が連携・協力して、相手国政府に対する働きかけや制度整備支援、公的金融等支援
措置を実施。公的機関に蓄積された人材・ノウハウの一層の活用等が必要。

■政府は、プロジェクトのリスクを軽減するため、貿易保険等の制度に加え、相手国政府との間で、交渉・要
請を実施。

■企業は、人材育成、体制整備等により、能力を一層強化して、プロジェクトの提案・獲得・実施にあたる。
■官民相互の連絡を緊密にして、政府は企業のニーズを把握することが必要。

インフラ海外展開推進のための有識者懇談会 最終とりまとめ「これからのインフラ・システム輸出戦略」
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相手国のニーズのくみ上げ
が不十分ではなかったか？
相手国のニーズのくみ上げ
が不十分ではなかったか？

相手国とのつながりが
まだ弱いのではないか？
相手国とのつながりが

まだ弱いのではないか？

海外展開をすすめる
プレイヤーが十分にいるのか？

海外展開をすすめる
プレイヤーが十分にいるのか？

国内の国際化は十分か？国内の国際化は十分か？

１．相手国のニーズの的確な
くみ上げ

課題 今後の方向性と戦略 具体的施策

２．人材確保と人的ネットワークの
充実

３．総合受注を担える体制整備：プ
レイヤーの確保

６．国内市場の国際化

１．相手国のニーズを踏まえた案件の発掘・形成の強
化

２．国内外におけるモデルプロジェクトの促進

３．勝てるチームづくりのための人材育成
４．現地における技術者・技能者の育成
５．情報収集の強化と人的ネットワークの構築・活用

６．公的部門のノウハウ等の活用
７．ジャパン・イニシアティブ

８．ODAとの連携によるPPPプロジェクトの推進
９．面的プロジェクトの推進
１０．政府間対話の積極的な活用
１１．公的制度の不断の改善
１２．防災パッケージの海外展開
１３．ソフトインフラの海外展開
１４．海洋インフラ等の海外展開

１５．国内市場の国際化

４．競合国とのイコールフッティング

５．競争力強化のための新分野開
拓

価格を含め競争力は
あるのか？

価格を含め競争力は
あるのか？

新たなステージへの展開 戦略と具体策

「川上」「川下」へのチャレンジ

インフラ海外展開推進のための有識者懇談会 最終とりまとめ「これからのインフラ・システム輸出戦略」
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我が国の技術・システムの国際標準
化や相手国でのスタンダード獲得等、
ソフトインフラの海外展開

国際機関・標準化団体へ参画、我が
国提案への賛同国増加に向けた働き
かけ強化

セミナー・研修開催、専門家派遣等を
通じた日本規格のディファクトスタン
ダード化の普及・促進

国土交通省によるインフラシステム海外展開の推進

官民一体となったトップセールスの展開や
案件形成等の推進、情報発信の強化

トップセールス等相手国政府とのハイレベ
ル協議、セミナーの開催、相手国要人・政
府行政官の招聘等を実施

構想段階から、官民連携による案件形成、
コンソーシアム形成の支援、海外ＰＰＰ協
議会の開催等を実施

日本のインフラの優れた点を様々な国際

会議の機会等を活用して情報発信

ソフトインフラの展開「川上」からの参画・情報発信

平成23年11月
IEC（国際電気標準会議）/TC9
（鉄道用電気設備・システムに

関する技術委員会） 総会

平成24年7月
ISO（国際標準化機構）水の

ワークショップin神戸

我が国企業のインフラ輸出・海外進出
を多角的に支援

川下（管理・運営）に進出する企業の
事業リスク軽減のための支援：

（株）海外交通・都市開発事業支援機
構の設立等

民間企業からのトラブル相談窓口とし
て「海外建設ホットライン」の設置や、
事業監理セミナー等を実施

二国間対話等を通じたビジネストラブ
ルの解決支援

平成24年2月 日・カンボジア
安全・品質管理セミナー

平成23年10月
合同現場見学会(ベトナム)

インフラ輸出に取り組む企業支援

日本再興戦略に位置づけられたインフラシステム輸出を強力に推進（2020年までに30兆円（2010年：約10兆

円）の受注を目指す）。具体的には、川上（構想段階）からの参画、トップセールスの展開、川下（管理・運営）
への参入まで官民一体となって推進する。我が国規格の国際標準化などソフトインフラも積極的に展開する。

平成26年9月
インド・モディ首相との会談

平成26年11月 各国駐日大使向け
「シティ・ツアー」の開催 9



基本計画
作成

Ｆ／Ｓ
実施

仕様書
作成計画構想

建設
工事

入札相手国

日本の優位性が
活かせる基本計画

案 件 形 成
日本の優位性を活かした
パッケージプランの提示

早い段階で
プロジェクト

に関与

プロジェクトの「川上」からの参画

○プロジェクトの「川上」（構想段階）からトップセールスや日本のノウハウを生かしたプロジェクト提
案を官民連携の下で積極的に行う必要。

例：専用軌道方式による安全な高速鉄道システム、駅開発や沿線開発とのパッケージ、フィーダー交通シス
テムとのパッケージ、運転・保守に係る人材育成とのパッケージ

トップセールス等
日本企業
に有利に

展開
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日本企業による主な受注等の実績（国土交通関係、平成25年1月～平成26年1２月）

米国

インド

■ワシントン首都圏交通局地下鉄車両受注
（川崎重工、約１８０億円）

■ロサンゼルス路面電車車両追加受注
（近畿車輛、約４００億円）

■ロングアイランド鉄道・メトロノース鉄道向け通勤電車受注
（川崎重工、約１８３０億円（＊））

（＊）オプションがすべて行使された場合

ブラジル

ガーナ

■新交通システム輸送能力増強工事（三菱重工、三菱商事、約１２０億円）

■地下鉄建設工事（五洋建設、清水建設、大成建設、佐藤工業、西松建設、約２０９６
億円）

■ＬＴＡ新線向け地下鉄電車３６４両（川崎重工業、約６００億円）

■チャンギ国際空港第４ターミナル新築工事（竹中工務店、約８００億円）

■ＬＴＡ新線向け鉄道用電力設備（明電舎、約１００億円）

■セントーサ・モノレール向け無線信号システム及び車両（日立製作所、約２７億円）

■ホーチミン都市鉄道１号線設備一式

（日立、約３７０億円）

■ホーチミン都市鉄道１号線地下区間

（清水建設、前田建設、約２３２億円）

■ラックフェン港建設工事（埋立・地盤改良・護岸建
設等）（五洋建設、東亜建設、約１３０億円）

■ムシェレブダウンタウンドーハプロジェクト
第３期工事（再開発）（大林組、約３２９億円）

■深海油田向けＦＰＳＯ（浮体式海洋
石油・ガス生産貯蔵積出設備）
（三井海洋開発、受注額非公表）

■マンダレー国際空港改修・運営事業

（三菱商事、ＪＡＬＵＸ、受注額非公表）

■ハンタワディー国際空港建設・運営事業

（日揮、受注額非公表）※優先交渉権獲得、交渉中

ラオス ■ワッタイ国際空港ターミナル運営事業
（ＪＡＬＵＸ、豊田通商、受注額非公表）

■デリー・ムンバイ間貨物専用鉄道軌道施設工事（双日、約１１００億円）
■デリーメトロ８号線信号システム（日本信号、約３７億円）
■インド気象レーダー（東芝、受注額非公表）
■デリーメトロ新車向け空調システム（東芝、２２億円）
■デリー・ムンバイ間貨物専用鉄道計画橋梁設計・建設（ＪＦＥエンジニアリング、約５０億円）
■デリー・ムンバイ間貨物専用鉄道計画変電所整備等（双日、約５００億円）

■ペトロブラス向け船舶の受注（現地造船所での建造）

（①ジャパンマリンユナイテッド、ＩＨＩ、日揮、②三菱重工業、今治造船、名村造船
所、大島造船所、③三菱商事、①②③ともに受注額非公表）

■ペトロブラス向けＦＰＳＯの受注内定（三井海洋開発、受注額非公表）

■サンパウロ地下鉄６号線の全自動無人運転鉄道システム（三菱重工、受注額非公表）

■高速鉄道車両更新計画車両追加発注（日立、約４６００億円）
■車上信号装置（日立、受注額非公表）

イギリス

ノルウェー

タイ

香港

カタール

台湾

モンゴル

韓国 ■台湾高速鉄道の延伸区間における設備新設工事受注
（三菱重工、東芝、約２００億円）

■信号制御システム、変電システム、保守管理システム等
（東芝、約２８億円）

■列車運行システム受注（日本信号、約１７億円）

ドイツ

■高速鉄道車両向け推進制御装置
（三菱電機、約３０億円）

新興国を中心に経済成長に伴い膨大なインフラ需要発生。日本企業が受注等を獲得した主なプロジェクトは以下の通り

■バンコク都市鉄道 鉄道システムの供給、保守請負
（ＪＲ東日本、丸紅、東芝、総合車両製作所、受注額非公表）

ベトナム

インドネシア

シンガポール

ミャンマー

マレーシア

■ジャカルタＭＲＴ南北線１期工事

（①清水建設、大林組、三井住友建設、約３２６億円

②東急建設、大林組、清水建設、約３２５億円）

■タンジュンプリオク港北カリバル地区第１コンテナターミナル運営

（三井物産、受注額非公表）※優先交渉権の調整中

■ランガット下水道プロジェクト
（住友商事、約５００億円）

（）内は企業名、受注額の順に記載 11

モザンビーク

■ナカラ回廊鉄道・港湾インフラ
事業（三井物産、受注額非公表）
■ナカラ港 ターミナル拡張工事
（五洋建設、約３２億円）

■ＭＴＲ向け鉄道車両改造及び新車供
給（伊藤忠商事、近畿車輛、川崎重
工、約１４８億円）

オーストラリア

■イクシスプロジェクト向け

ＬＮＧ船

（川崎汽船、受注額非公表）

■新ウランバートル国際空港建設

（三菱商事、千代田化工建設、約５００億円）

カンボジア

■第１ボスポラス橋及び第２ボスポラス橋の修
繕・補修工事（ＩＨＩなど、約１２０億円）

トルコ

■オフショア作業船の受注
（川崎重工業、受注額非公表）
■３次元海底資源探査船の受注
（三菱重工業、受注額非公表）

■カンボジア シアヌークビル港 多目的ター
ミナル開発工事（東洋建設、約５０億円)

スペイン

■バレンシア港
コンテナターミナル
運営(三菱商事、上組
等、受注額非公表)



ベトナム

インドネシア

マレーシア タイ

ミャンマー

トルコ

アメリカ

■ﾀﾞｰﾀﾞﾈﾙｽ海峡大橋建設計画

■ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ上下水道事業

■ｼﾞｬｶﾙﾀ首都圏投資促進地域（MPA）事業
■ﾀﾝｼﾞｭﾝﾌﾟﾘｵｸ港ｱｸｾｽ道路整備
■ﾁﾗﾏﾔ国際港整備・ｱｸｾｽ道路整備
■ジャカルタ下水道整備
■ｼﾞｬｶﾙﾀ‐ｽﾗﾊﾞﾔ間における高速鉄道構想
■洋上石炭貯蔵・出荷ｼｽﾃﾑ整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
■ﾛﾝﾎﾞｸ空港運営事業

■ﾃｨﾗﾜ港（ﾔﾝｺﾞﾝ港ﾃｨﾗﾜ地区）ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
■ﾔﾝｺﾞﾝ・ﾏﾝﾀﾞﾚｰ間鉄道改善計画
■ﾏﾝﾀﾞﾚｰ国際空港改修・運営事業
■ﾊﾝｻﾜﾃﾞｨ国際空港

■高速鉄道構想（7路線）

インド

■ﾊﾉｲ都市鉄道（１～６号線）整備

■ﾎｰﾁﾐﾝ市都市鉄道（１～６号線）整備

■南北高速鉄道計画（ﾊﾉｲ～ﾎｰﾁﾐﾝ）

■南北高速道路計画（北部ﾗﾝｿﾝ～南部ｶﾏｳ間）
■ﾗｯｸﾌｪﾝ港ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

■ﾛﾝﾀｲﾝ国際空港 建設計画

■ｴｺｼﾃｨ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ﾊﾉｲ首都圏及びﾎｰﾁﾐﾝ都市圏）

■ﾎｰﾁﾐﾝ下水処理場整備

■洋上石油備蓄基地整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

■ﾜｼﾝﾄﾝDC～ﾎﾞﾙﾃｨﾓｱ間超電導ﾘﾆｱ構想
■高速鉄道計画（ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ高速鉄道計画等）

■海洋資源開発市場ヘの展開

■高速鉄道計画

■ﾏﾚｰｼｱ上下水道事業

■ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ高速鉄道整備計画

■ﾛﾝﾄﾞﾝ～ﾊﾞｰﾐﾝｶﾞﾑ～ﾏﾝﾁｪｽﾀｰ、ﾘｰｽﾞ間
高速鉄道関連ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

■高速鉄道車両更新計画

イギリス

■ｾﾌﾞｺﾝﾃﾅ新港及び既存港再開発事業

■ﾏﾆﾗ首都圏下水・衛生環境改善事業

■新ﾎﾞﾎｰﾙ空港建設事業、運営事業

フィリピン

モザンビーク

■ﾅｶﾗ港開発及び周辺地域開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ケニア

■ﾓﾝﾊﾞｻ港及び周辺地域開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

■2022年ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ開催に向けたｲﾝﾌﾗ整備
■ﾄﾞｰﾊ・ｻｳｽ下水処理事業

コートジボワール

■ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ港開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸト

■ 港湾整備計画（第２期）

パナマ

■ﾊﾟﾅﾏ首都圏都市交通３号線（ﾓﾉﾚｰﾙ）及びﾊﾟﾅﾏ運河第
４架橋整備事業

■次世代電子式道路課金ｼｽﾃﾑ（ERP）

■チャンギ国際空港関連事業

シンガポール

■ｳﾑ・ｱﾙ・ﾊｲﾏﾝ下水処理事業

イラク

カタール

サウジアラビア

クウェート

ブラジル

今後の国土交通に関するプロジェクトの例

■新ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ国際
空港運営事業

モンゴル
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平成26年8月 坂井政務官が訪問し、鉄道大臣、都市
開発大臣と鉄道整備のための支援、都市開発分野に
おける協力について会談。
平成26年9月 来日した首相と太田大臣が高速鉄道、
道路、空港などのインフラ整備、防災、観光などの分
野について意見交換を実施。
平成27年2月 北川副大臣が訪問し、鉄道大臣とムン
バイ＝アーメダバード間高速鉄道に関する会談を実施。

インド

平成26年4月 野上副大臣が訪問し、建設副大臣と都市開
発、下水道等に関する意見交換を実施。
平成26年8月 土井政務官が訪問し、防災・水資源・土地・
不動産及び地図分野の協力に係る会談を実施。
平成2７年1月 太田大臣が訪越し、国会議長、副首相とイ
ンフラ整備に関する協力について会談。また、建設大臣と
建設分野及び都市開発分野における包括的な協力覚書を
締結。

ベトナム

トルコ

平成26年4月 来日した国家開発大臣と太田大臣が都市
開発分野、高速鉄道計画について意見交換を実施。
平成26年4月 野上副大臣が訪問し、国家開発担当上級
国務大臣、運輸担当大臣と都市開発分野、高速鉄道分野
に関する会談を実施。
平成27年1月 西村副大臣が訪問し、高速鉄道セミナーを
開催。併せて、運輸省国務大臣と会談し、マレーシア・シ
ンガポール高速鉄道計画のトップセールスを行った。

シンガポール

ノルウェー

平成26年4月 貿易産業副大臣と野上副大臣が会談し、
海事分野での両国の民間部門の協力推進について意見
交換を実施。

平成26年4月 太田大臣が訪問し、首相等と会談。イン
フラ、観光等における協力を表明。また、インフラに関す
る協力を進める体制強化のための覚書を締結。

モンゴル

平成26年4月 太田大臣が訪問し、国土交通部長
官、文化体育観光部長官と、インフラ、交通、観光
等の分野に関する会談を実施。

韓国

ブルガリア

平成26年4月 土井政務官が訪問し、ソフィア市長等と会
談し、下水道技術のトップセールスを実施。

ギリシャ

平成26年5月 土井政務官が訪問し、公安・防災省長官と
防災分野に関する意見交換を実施。

平成26年4月 来日した首相府緊急事態管理庁長官と土
井政務官が防災分野に関する意見交換を実施。第１回日
トルコ防災協働対話ワークショップを開催。

13

平成26年7月 土井政務官が訪問し、災害緊急事態対策
庁長官及び都市環境副大臣と防災分野及び下水道分野
の協力に係る会談を実施。

平成26年8月 太田大臣が訪問し、首相、公共事業・運輸
大臣等と会談。交通インフラ整備の協力関係強化、観光
交流促進、両国の航空関係強化に係る協力文書に署名。

カンボジア

ミャンマー

平成26年8月 太田大臣が訪問し、運輸大臣、首相府
大臣等と会談し、マレーシア・シンガポール間高速鉄道
計画のトップセールスを行うとともに、道路分野全般の
協力関係を促進することで一致。
平成26年11月 西村副大臣が訪問し、高速鉄道セミ
ナーを開催。併せて、首相府大臣、運輸副大臣等と会
談し、マレーシア・シンガポール高速鉄道計画のトップ
セールスを行った。

マレーシア

ケニア

ラオス

タイ

平成26年5月 鉄道運輸大臣を招聘し、太田大臣と鉄
道や道路交通に関する二国間の協力について会談。
平成26年7月 中原政務官が訪問し、港湾、内陸水運、
及び海事分野における人材育成に係る協力文書を締結。

平成26年11月 青木政務官が訪問し、運輸大臣と港
湾・航空分野等に関する意見交換を実施。

平成26年8月 野上副大臣が訪問し、運輸・インフラ大臣・
ケニア港湾公社総裁等と会談。港湾分野についてトップ
セールスを行うともに、道路・都市開発・水上交通に関する
意見交換を実施。
平成26年11月 来日した運輸インフラ大臣と西村副大臣
が会談し、都市・道路・港湾に関する意見交換を実施。

国土交通省における政府間協議などの主な取組状況(２０１４年度)

平成26年11月 来日した副首相と太田大臣が会談し、2国
間の関係強化、特に鉄道整備について協力関係を促進す
ることで一致。
平成26年11月 ミャンマーにて運輸大臣と青木政務官が
会談し、鉄道整備について意見交換を実施し、鉄道次官
級WGの早期開催で一致。
平成27年2月 来日した運輸大臣と太田大臣が会談し、鉄
道分野における協力に関する覚書を締結。

平成26年10月 来日した公共事業運輸大臣と太田大臣
が交通インフラ等の整備に関して会談し、交通分野にお
ける協力関係に関する協力覚書に署名。



官民連携協議会等の取組状況

○海外水インフラＰＰＰ協議会○海外道路ＰＰＰ協議会 ○海外港湾物流プロジェクト協議会

○海外エコシティプロジェクト協議会

金融、商社、ゼネコン、高速道路会社等の民間企
業及びＪＩＣＡ、ＪＥＴＲＯ、関係機関等、官民が
広く参加し、海外道路ＰＰＰプロジェクトを推進。
具体的な案件の推進に向け、国別ＷＧで議論。

平成２２年５月１９日
第１回協議会開催

平成２３年２月１４日
第２回協議会開催

平成２４年２月１６日
第３回協議会開催

平成２５年２月２６日
第４回協議会開催

平成２６年３月１４日
第５回協議会開催

平成２７年３月１３日
第６回協議会開催

水源確保から上下水道事業までの水管理をパッケージとして捉
え、国土交通省、厚生労働省、経済産業省など６省、関係機関、
民間企業等とともに官民連携による海外展開を積極的に推進。

平成２２年７月６日
第１回協議会開催

平成２３年２月１４日
第２回協議会開催

平成２４年２月１６日
第３回協議会開催

平成２５年２月１日
第４回協議会開催

平成２６年１月３０日
第５回協議会開催

○航空インフラ国際展開協議会

事務局：国土交通省海外プロジェクト推進課
道路局企画課

参加企業数：６２

事務局：国土交通省海外プロジェクト推進課
厚生労働省水道課、経済産業省国際プラント・
インフラシステム・水ビジネス推進室

参加企業数：１７１、 参加地方自治体：１２

今後も大きな需要が見込まれる海外港湾物流プロジェ
クトにおいて、官民連携による海外展開に向けた取組み
を積極的に行うための場として平成22年11月に設置。ま
た、国別WGの設置、官民共同セミナーの開催等、海外プ
ロジェクトの獲得に向けた取組を推進。

事務局：国土交通省港湾局産業港湾課
参加企業数：８６

平成２２年１１月５日
第１回協議会開催

平成２３年６月１４日
第２回協議会開催

平成２４年７月２５日
第３回協議会開催

平成２５年７月１７日
第４回協議会開催

平成２６年３月２５日
第５回協議会開催

海外における航空インフラプロジェクトは今
後も大きな需要が見込まれているなか、国土
交通省、外務省、財務省など３省、関係機関、
民間企業とともに官民連携による海外展開を
積極的に推進。

平成２５年４月２５日
第１回協議会開催

平成２６年６月２日
第２回協議会開催

事務局：国土交通省航空局航空戦略
課国際企画室
参加企業数：８０

○官民連携による海外プロジェクトを「ジャパン・パッケージ」として推進するため、官民が広く参加し、海外ＰＰＰ（パブリック・プライベート・
パートナーシップ）案件等について、情報共有・意見交換を行う協議会を設置するとともに、トップセールスやセミナーを実施。

○日本防災プラットフォーム

平成２３年１０月２７日
第１回協議会開催

平成２４年１０月３１日
第２回協議会開催

平成２５年１０月１７日
第３回協議会開催

アジア等の新興国において高まる環境共
生型都市開発へのニーズに一元的に応える
ため、幅広い業界にわたる国内企業が
“ジャパンチーム”を形成し、構想・企画
の川上段階から官民一体となって環境共生
型都市開発事業の推進に貢献。

参加企業数：５１

防災関連の海外プロジェクトに関連する
国内の産官学の連携の促進、国内外の防災
に資する製品・技術・知見を有する産官学
の関係者による「検討の場」の構築によ
り、防災分野における我が国の国際貢献の
推進及び国際的プレゼンスの向上を図る。
防災協働対話等の政府間対話を通じて得

られた諸外国のニーズを踏まえ、官民で連
携した迅速な検討を実施。

参加企業数：８７

平成２６年６月４日
設立総会開催

平成２６年９月１１日
第１回年次総会開催
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○海外鉄道推進協議会

我が国鉄道システムの海外への普及促進
を図っていくための民間の母体として鉄道
事業者、メーカー、商社等の鉄道関係者が
幅広く参加して平成２２年４月に発足。国
土交通省等の関係省庁・関係機関と協議会
の共催により高速鉄道セミナーを開催する
等、官民の連携体制を強化。

参加企業数：５４平成２５年９月２４日
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ高速鉄道ｾﾐﾅｰへの参加

平成２５年１０月１０日
日英鉄道協力ｾﾐﾅｰ開催

平成２６年１月２９日
日ｲﾝﾄﾞ鉄道ｾﾐﾅｰ開催

平成２６年４月８日
ｽｳｪｰﾃﾞﾝ高速鉄道ｾﾐﾅｰ開催

平成２６年５月１日
ﾐｬﾝﾏｰ鉄道運輸大臣との意見交換



《背景》

各国のインフラ事業で、民間の資金とノウ
ハウを期待する民間活用型が増加。

交通や都市開発のプロジェクトは､次の
特性があるため､民間だけでは参入が困難｡

・長期にわたる整備
・運営段階の需要リスク
・現地政府の影響力

《機構の設立》

機構は、国土交通大臣の認可により設立。
（株式総数の１／２以上を政府が保有。）

《機構の主な業務》

海外で交通事業・都市開発事業を行う現
地事業体に対し､支援を実施｡

●出資（民間との共同出資）
●事業参画

・役員・技術者等の人材派遣
・相手国側との交渉

《機構の管理》

株式会社として会社法を適用する｡加えて、
国土交通大臣による監督を実施｡

・支援基準の策定
・支援決定の認可
・監督命令 等

一
体
的
に
実
施

（株）海外交通・都市開発
事業支援機構（JOIN）

現地事業体（対象事業者）

相手国側

企業連合

機構の業務・管理事業スキーム機構の設立

出
資

出
資

事
業
参
画

融
資

民間銀行等

出
資
等

政府（産業投資）

出
資

設立時
政府出資：54億円
民間出資：約54億円

［平成27年度財投計画］

政府出資 372億円
政府保証 340億円

日本再興戦略の一環として、交通事業・都市開発事業の海外市場への我が国事業者の参入促進を図る
ため、需要リスクに対応した「出資」と「事業参画」を一体的に行う。（2014年10月20日設立）

① 海外市場への参入により世界の成長を取り込む
② 事業運営への参画により関連産業の受注機会も拡大する
③ インフラ整備により日本企業の海外事業環境も改善する

① 海外市場への参入により世界の成長を取り込む
② 事業運営への参画により関連産業の受注機会も拡大する
③ インフラ整備により日本企業の海外事業環境も改善する

我が国経済の持続的な成長に寄与我が国経済の持続的な成長に寄与

民間企業

出
資

海外交通・都市開発事業支援機構
Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport & Urban Development (JOIN)
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（参考）工事段階ごとのトラブル例
（実際の相談案件より）

海外インフラプロジェクトに関するトラブル相談について

海 外 建 設 ホ ッ ト ラ イ ン
公告

入札・
契約

着手

施工

竣工・
引渡し

支払

・入札手続が不透明
・契約書が入札条件と異なる
・契約が片務的（受注者が一方的に
リスクを負担する構造）

・用地買収が完了していない
・支障物件（水道管・電線等）の移転
が完了していない

・関連する他工事の遅れ

・大幅な設計変更
・外部条件（天災・内戦等）による物
価の急騰

・地元住民とのトラブル

・引渡し手続が煩雑
・変更契約（精算）の未実施

・支払の遅れ、拒否
・過払いの税金未還付

※契約上の秘密の保持等のため、個別の契約は特定できないような表現としています。

（H21.5運用開始）

大学・土木学会
国総研・土研等研究機関
高速道路会社等関連機関
本邦研修・留学経験者 等

相手国政府・発注機関

海
建
協

国
建
協

依
頼

依
頼

政
策
対
話
・
個
別
技
術
協
力
等

問
題
解
決
へ
の
働
き
か
け

技
術
的
ア
ド
バ
イ
ス

相手国政府・
発注機関への

働きかけ
専門家の

紹介

本邦企業
（建設会社・コンサルタント）

トラブル・課題

国土交通省
問題事象の精査

（原因分析等）国内発注機関としてノ
ウハウ活用

外務本省
JICA

大使館
現地JICA

○ 国土交通省では、海外建設プロジェクトにおける各種トラブルの相談窓口として、H21.5から「海外建設ホットライン」を開設

（H27.3現在で計７１件の相談を受理）

○ 案件に応じ、トップクレーム（閣僚等から相手政府高官への直接の働きかけ）を含む働きかけ・専門家派遣等を実施

延６件

延１８件

延３６件

延８件

延３２件

延２２件

※件数は重複有り
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17

ソフトインフラの展開と人材育成

法制度整備支援国際標準化の推進 人材育成

国際規格等の制定に向けた議論に積極的に参加することにより我が国規格等を反映させるほか、我が国規
格等のデファクト・スタンダード化を進める。
相手国の法制度整備に際し、我が国の経験・知見を活用して相手国に貢献するとともに、我が国企業の事
業環境を改善する。
相手国における技術者・技能者層の育成を支援することにより、現地における持続的なインフラの運営・維
持に貢献する。

• 相手国の法制度整備を専門家派遣、
セミナーの実施等により支援

• 国際機関の専門委員会における日本
人の議長就任を後押し

（下線部：日本人が議長又は日本が幹事国）

• 各専門委員会の総会を日本で開催

• 相手国において、インフラの整備・運
営・維持管理を担う技術者・技能者層
の育成を支援

【例】
★ISOに関する各専門委員会への参加
• 設計・施工技術の規格制定
• 水の再利用に関する専門委員会（ISO/TC282）
• 汚泥の回収、再生利用、処理及び廃棄に関する

専門委員会（ISO/TC275）
• 高度道路交通システム（ITS）に関する専門委員

会（ISO/TC204）
• 鉄道分野専門委員会（IEC/TC9、ISO/TC269）
• 地理情報に関する専門委員会（ISO/TC211）
★国際海事機関（IMO）における復原性に関する新

基準策定を主導
★国連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）傘

下の自動運転分科会及び国際的な車両型式認
証の相互承認制度（IWVTA）専門家会議等にお
ける議論を主導

【例】
• 建設・不動産分野の法制度整備支援によ

る日系建設・不動産企業の事業環境改善

【例】
• 下水道推進工法に関するセミナーの開催
• 技能実習制度等を活用した建設人材育成
• ミャンマー鉄道安全性・サービス向上プロジェク

ト（ＪＩＣＡへの協力）
• ブラジル人造船技能研修（ＪＩＣＡへの協力）
• 港湾運営や港湾行政等に関する研修（ＪＩＣＡへ

の協力）
• ＡＳＥＡＮ気象レーダーワークショップの開催

平成２６年１０月
ベトナム天然資源・環境省との
公共用地取得・補償セミナー ミャンマー鉄道安全性・サービス

向上プロジェクト
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３．国際連携と情報発信に係る施策



国際連携と情報発信

多国間関係
多国間の枠組みに主導的に参画して、国
際的課題解決への貢献や情報発信を図
る。

二国間関係

二ヶ国間会合を通じて、懸案の解決、政策
の共有、協力関係の推進を図る。

経済連携・交渉

TPP、日EU EPA等の経済連携交渉にお
いて、国益を最大限に実現する。

国土交通分野における国際連携を強化し、地球的課題の解決、日本の経験・成果・政策の情報発
信等を通じ、我が国の成長に貢献する。

多国間枠組み

第7回日印都市開発交流会議

・自由貿易協定（ＦＴＡ）／
経済連携協定（ＥＰＡ）交渉

・世界貿易機関（ＷＴＯ）交渉
・環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定交渉
・東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）

B国

A国

第９回アジア太平洋地域
インフラ担当大臣会合

ＷＴＯ政府調達協定改正交渉全体会議

など

・日ＥＵ運輸ハイレベル協議
・日越交通次官級会合
・日尼建設交通次官級会合
・日露交通次官級会合
・日緬建設交通次官級会合

（次官級）

・日中運輸ハイレベル協議
・日韓運輸ハイレベル協議
・日インドネシア建設会議
・日インド建設会議
・日印都市開発交流会議

（実務者レベル）

第８回APEC交通大臣会合

EPA/FTA交渉での
国土交通分野の主
な課題

・自動車
・鉄道
・政府調達 等

EPA/FTA未締結
＝高い障壁

EPA/FTA締結

市場アクセスの
容易化

・国際交通大臣会議（ＩＴＦ）
・ＡＰＥＣ交通大臣会合
・日ＡＳＥＡＮ交通大臣会合
・日中韓物流大臣会合、観光大臣会合、水担当閣僚級会合
・アジア太平洋地域インフラ担当大臣会合
・世界水フォーラム
・ＰＩＡＲＣ世界道路会議、国際冬期道路会議
・ＡＰＥＣ観光大臣会合
・ＡＳＥＡＮ＋３観光大臣会合

・日ＥＵ運輸保安会議 ・日仏協力会議 ・日韓建設経済交流会議
・日米河川水資源会議・日中,日韓道路技術交流会議

第24回世界道路会議

第５回日尼交通次官級会合第12回日ＡＳＥＡＮ交通大臣会合
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開催日程・開催地 毎年５月、ドイツ・ライプチヒで開催 （産官学1,100名以上が参加）

2010年 「交通とイノベーション」（カナダ）

2011年 「交通と社会」（スペイン）
※東日本大震災を受けて、大臣宣言に災害に関する記述が盛り込まれた。

2012年 「シームレスな交通」（日本）

2013年 「交通と資金調達」（ノルウェー）

2014年 「変わりゆく世界における交通」（フランス）

2015年 「交通、貿易と観光」（ニュージーランド）

国際交通大臣会議（ＩＴＦ）

年１回、各国交通担当大臣、民間企業CEO等が集まる「交通サミット」

今年は、５月２７日～２９日に大臣会合が開催される

近年のテーマ

加盟国 54か国 （欧州44か国、日・米・加・墨・豪・NZ・中・韓・印・チリ）

大臣セッションの様子

日本からのスピーカー

ITF2013最優秀賞の表彰を受ける新関空安藤社長

2010年 渡辺 捷昭 副会長（トヨタ自動車）

山下 光彦 副社長（日産自動車）

冨田 哲郎 副社長（JR東日本） 他

2011年 保崎 康夫 執行役員（NEXCO西日本）

幸山 政史 市長（熊本市）

2012年 宮原 耕治 会長（日本郵船）

葛西 敬之 会長（JR東海）

清野 智 会長（JR東日本） 他

2013年 安藤 圭一 社長（新関空会社）

鷲頭 誠 所長（JITI） 他

2014年 土井 三浩 所長（日産総合研究所）

成瀬 進 事務総長（国際港湾協会）
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ＡＰＥＣ交通大臣会合

○ＡＰＥＣは、アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向けて、貿易・投資の自由化、ビジネス
の円滑化、経済・技術協力等の活動を行う経済協力の枠組み。

○地域内のモノと人の流れを円滑化し貿易と投資を支えるべく交通大臣会合が開催。

●第８回ＡＰＥＣ交通大臣会合

概 要

開 催 実 績

加盟国・地域：２１ヵ国・地域

オーストラリア，ブルネイ，カナダ，チリ，中国，中国香港，インドネシア，日本，韓国，マレーシア，
メキシコ，ニュージーランド，パプアニューギニア，ペルー，フィリピン，ロシア，シンガポール，
チャイニーズ・タイペイ，タイ，アメリカ，ベトナム

第１回：1995年6月（アメリカ・ワシントンＤＣ） （亀井運輸大臣）

第２回：1997年6月（カナダ・ヴィクトリア） （古賀運輸大臣）

第３回：2002年5月（ペルー・リマ） （谷野技術総括審議官）

第４回：2004年7月（インドネシア・バリ） （洞国土交通審議官）

第５回：2007年3月（オーストラリア・アデレード） （山本国土交通審議官）

第６回：2009年4月（フィリピン・マニラ） （宿利国土交通審議官）

第７回：2011年9月（アメリカ・サンフランシスコ） （松原国土交通副大臣）

特 別 ：2012年8月（ロシア・サンクトペテルブルク） （北村国土交通審議官）

第８回：2013年9月（日本・東京） （太田国土交通大臣）

第９回：2015年10月（フィリピン） ※予定
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日ASEAN交通連携について

目的： 次のような重要課題等に取り組み、日本とASEANの協力関係を強化する。（創設時の合意文書による）

①地域統合、②地球規模・地域的な環境問題、③交通セキュリティ、④交通安全向上

（日本側は、「援助国・被援助国関係」に代わるべき「対等な新しい政策協力関係」の構築を目指した）

春の課長級４WG会合 （交通円滑化、陸上、海上、航空）

“年間会合スケジュール”

●日本とASEAN加盟国の交通政策担当者間の定期協議を通じて、協力プロジェクトを実施している。

2003年より毎年大臣会合を開催している

年間会合（課長級→次官級→大臣会合）を通じて、協力方針の決定、プロジェクトの進捗管理を実施する

第11回日ASEAN交通大臣会合（ラオス、パクセーで開催）

において、今後10年（2014～2023年）の交通連携の
行動計画が承認された（パクセー・アクションプラン）。

「質の高い交通」の実現を目標に、２５の協力プロジェ
クトを実施している。

「質の高い交通」とは・・・・
安全で、環境にやさしく、利便性の高い交通

２５の協力プロジェクトの内容：
• 人材育成等キャパシティ・ビルディング
• 経験及びベストプラクティスの共有
• 制度構築支援

パクセー・アクションプラン
＝中期行動計画＝

夏の課長級４WG会合 （交通円滑化、陸上、海上、航空）

次官級会合

第1回: ミャンマー
第2回: カンボジア
第3回: ラオス
第4回: タイ

第9回: カンボジア
第10回:インドネシア
第11回:ラオス
第12回:ミャンマー

日ASEAN交通大臣会合 ASEANで開催

大臣会合の直前に開催

第5回: シンガポール
第6回: フィリピン
第7回: ベトナム
第8回: ブルネイ

次官級交通政策会合 日本で開催（初夏）

第1回: 東京
第2回: 東京
第3回: 岐阜

第4回: 宮崎
第5回: 岡山
第6回: 木更津

第10回: 沖縄
第11回: 新潟
第12回：東京

第7回: 函館
第8回: 奈良
第9回: 高松

第13回: 鹿児島 2015年7月下旬

第13回: マレーシア 2015年11月頃 22



（
グ
ロ
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バ
ル
）

（分野横断的）

国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）

国際海事機関（ＩＭＯ） 世界水フォーラム

世界観光機関（UNWTO）

世界道路協会（PIARC）

国際水路機関（ＩＨＯ）

国際航路協会（ＰＩＡＮＣ）

国連人間居住計画（UN-HABITAT）

世界気象機関（WMO）

国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員会(UN-GGIM-AP)

アジア・太平洋水サミット

国連 自動車基準調和世界フォーラム（ UN/ECE/WP29 ）

国際港湾協会（ＩＡＰＨ）

国際荷役調整協会（ＩＣＨＣＡ）

OECD造船部会

地球地図国際運営委員会（ISCGM）

アジア海上保安機関長官級会合

WMO/ESCAP 台風委員会（ＴＣ）

アジア・ オーストラレイシア道路技術協会（ＲＥＡＡＡ）

水と災害ハイレベル・パネル

北太平洋海上保安フォーラム

北東アジア港湾局長会議

国連水と衛生に関する諮問委員会

ITS世界会議

国際交通大臣会議（ＩＴＦ）

ＡＰＥＣ交通大臣会合

環境エネルギー交通大臣会合（MEET）

アジア太平洋地域インフラ担当大臣会合

陸上交通セキュリティ国際WG（IWGLTS）

東アジア海域環境管理パートナーシップ（PEMSEA）

日ASEAN交通大臣会合

G8ローマ・リヨングループ

世界貿易機関（ＷＴＯ）

アジア太平洋経済協力（APEC）

国連気候変動条約（UNFCCC）締約国会議

（
ア
ジ
ア
太
平
洋
）

（
東
ア
ジ
ア
）

（個別分野）

OECD地域開発政策委員会

日中韓物流大臣会議

国際機関・多国間会議の一覧図（国土交通省関係）

OECD観光委員会

都市再生水利用北東アジア協力会議

ASEAN＋３観光大臣会合

日中韓閣僚会議（水管理分野） 日中韓観光大臣会議

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定

日ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定（AJCEP）

東アジア地域包括的経済連携（RCEP）

日中韓自由貿易協定

太枠は条約等に基づく国際機関
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地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会(UNCE-GGIM)

ＡＰＥＣ観光大臣会合

赤字は国際規則を設定する国際機関



平成27年度取りまとめ政策レビューの取組方針

テ　ー　マ　名 国際コンテナ戦略港湾政策

対象政策の概要
国土交通省では、平成２２年８月に阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定して以降、ハード・ソフト一体となった国
際コンテナ戦略港湾政策に取り組んできた。
本政策レビューでは、国土交通省が所管する国際コンテナ戦略港湾政策を評価対象とする。

評価の目的、必要性

近年、船舶の大型化、船社間のアライアンスの進展により、基幹航路の寄港地の絞り込みが進行しており、我が国港湾を取り巻
く状況は厳しさを増している。このような中、我が国産業の国際競争力を強化し、国民の雇用と所得を維持・創出するため、基幹
航路の我が国への寄港を維持・拡大することを目的とした国際コンテナ戦略港湾政策に取り組んでいる。
本政策レビューにより、これまで実施してきた国際コンテナ戦略港湾政策の施策の進捗や効果について評価を行い、政策のこれ
までの取組について評価を実施し、これらの結果を今後の施策に反映させることを目的とする。

評　価　の　視　点
国際コンテナ戦略港湾政策としてこれまで実施してきた施策の進捗、施策の効果（広域からの貨物の集約、大型船への対応、効
率的な港湾運営）を評価の視点とする。

評　価　手　法
上記の評価の視点を踏まえ、過去の統計データ等を活用して、国際コンテナ戦略港湾政策として実施した各種施策の進捗、施策
の効果（広域からの貨物の集約、大型船への対応、効率的な港湾運営）について評価する。

検　討　状　況
　平成２５年７月に｢国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会（座長：副大臣）｣を設置し、同委員会においてこれまでの取組をレ
ビューするとともに、平成２６年１月に今後の取組をとりまとめた｢国際コンテナ戦略港湾政策最終とりまとめ｣を公表。最終とりまと
めについても、適宜フォローアップを実施。

第三者の知見の活用 引き続き、国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会において、外部有識者からの助言を聴取する。

備　　考 －

資料２－４



国際コンテナ戦略港湾とは

アジア主要港から欧米へ

国際コンテナ戦略港湾
(阪神港・京浜港)から欧米へ

転換

転換

釜山港

上海港

香港
高雄港

基幹航路

基幹航路

京浜港
阪神港

○ コンテナ船の大型化に伴う一寄港当たりのコンテナ積卸個数の増大とともに、船会社同士の連
携（アライアンス）の進展等により欧米への基幹航路が寄港地を絞り込み。

⇒ 基幹航路の我が国への寄港が著しく減少。
（欧州航路：週４便（６年前）⇒週２便、北米航路：継続的な寄港減少）

○ 平成２２年８月に、阪神港（大阪港、神戸港）及び京浜港（東京港、川崎港、横浜港）を｢国際コンテナ戦略

港湾｣に選定し、基幹航路の寄港を維持・拡大するためのハード・ソフト一体の施策を集中して
実施。

○ 基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向上させ、我が国
経済の国際競争力を強化することで、国民の雇用と所得を維持・創出する。

施策実施前 施策実施後

京浜港
阪神港



広域に立地する企業とその活動を支える国際コンテナ戦略港湾

東京・神奈川

（①）
39%

関東地方

（①以外）
48%

東北地方

5%

北陸地方

1% その他

地方

6%

大阪・兵庫

（①）
65%

関西地方

（①以外）
13%

中国地方

8%

四国地方

4%

その他

地方

9%

一国に匹敵する東日本、西日本の経済

東日本のＧＤＰは世界第５位のフランスを、西日本は
第６位のイギリスを、それぞれ上回っている

東日本及び西日本と各国の名目ＧＤＰの比較

「東日本」は新潟県、長野県、静岡県以東、「西日本」は富山県、岐阜県、愛知県以西
出典：総務省統計局「世界の統計」、内閣府「県民経済計算」、総務省「日本の統計」等をもとに
国土交通省港湾局作成。

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
額
(
兆
米
ド
ル
)

5.74  5.50 

3.28  2.85  2.56  2.37  2.25  2.09  2.05  1.72  1.58  1.48 

14.45 
16

14

6

4

2

0

～～

阪神港

遠方の道府県を発着するコンテナ貨物の多くが、京浜
港・阪神港から輸出入されている

80% 以上
60% 以上
40% 以上
20% 以上
20% 未満

70% 以上
50% 以上
30% 以上
10% 以上
10% 未満

京浜港

各都道府県発着の輸出入コンテナの京浜・阪神港利用割合 京浜港・阪神港で輸出入されるコンテナ貨物の発着地

京浜港

平成25年11月の1ヶ月データ
出典：「全国輸出入コンテナ貨物流動
調査」をもとに国土交通省港湾局作成

○全国に立地する我が国企業の多くは、京浜港・阪神港を利用しており、京浜港・阪神港の輸出入貨物の相当程
度を、直背後の都府県以外の利用が占める。⇒ 京浜港・阪神港は広域インフラ

○ヨーロッパ一国と同等の経済規模を有し、多くの産業が立地する東日本・西日本において、海外とのモノのや
りとりを支え、製造業をはじめとする企業活動に不可欠な社会基盤として機能。

平成25年11月の1ヶ月データ 「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」をもとに国土交通省港湾局作成

平成25年11月の1ヶ月データ
出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査をもとに

国土交通省港湾局作成

東北地方からコ
ンテナで輸出さ
れる自動車部
品の約５割が
京浜港を利用

四国地方から
輸出入される
コンテナ貨物
の約５割が阪
神港を利用

阪神港

京浜港・阪神港で輸出入されるコンテナ貨物の多くが、
直背後都府県以外を発着地としている

京浜港
50%

東北の

港湾
30%

その他
20%

阪神港
45%

その他
55%



港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律

我が国の港湾の国際競争力の強化等を図るため、港湾の種類について国際戦略港湾及び国際拠点港湾を追加する等の見直しを
行い、これらの港湾において国土交通大臣が行う港湾工事の範囲及びその費用に係る国の負担割合を定めるとともに、これらの港
湾におけるコンテナ埠頭等を一体的に運営する株式会社の指定及び当該埠頭等を構成する行政財産の貸付けに係る制度を創設
する等の所要の措置を講ずる。

○ 港湾の種類の見直し
我が国港湾の国際競争力強化のため、国際コンテナ戦略港湾を港湾の種類と

して新たに「国際戦略港湾」と位置付けるとともに、特定重要港湾の名称を「国際
拠点港湾」に改める。

○直轄港湾工事の国費負担率の引き上げ及び対象施設の拡充
国際戦略港湾における高規格コンテナターミナルの係留施設（水深16m以上の

耐震強化岸壁）について、直轄港湾工事の国費負担率を7/10とする。これに附帯
するコンテナヤードを直轄港湾工事の対象施設に新たに追加する。（国費負担率
は2/3）

○ 港湾運営会社制度の創設
港湾運営会社制度を創設し、国際戦略港湾及び国際拠点港湾に導入する。

○港湾運営会社に対する無利子貸付制度の創設
公社等に限定されていた無利子貸付金の貸付対象を国際戦略港湾及び国際

拠点港湾における港湾運営会社に拡大する。

改正前

改正後

重要港湾 103港

国際戦略港湾 5港

国際拠点港湾 18港

改正前特定重要港湾のうち
国際戦略港湾を除く港湾

改正前重要港湾のうち、国
際戦略港湾及び国際拠点港
湾を除く港湾

（京浜（東京・川崎・横浜）、
阪神（大阪・神戸））

地方港湾 810港地方港湾 810港

重要港湾 126港

特定重要港湾 23港

港湾の種類の見直し

選択と集中

【公布】 平成23年3月31日 【施行】 港湾の種類の見直し関係 ：平成23年4月1日
基本方針関係 ：平成23年9月15日
港湾運営会社関係 ：平成23年12月15日



世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱個数の推移
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6.5
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億個

その他 欧州

北米 日本

アジア

○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア
○北米：アメリカ、カナダ
○欧州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク
○その他：日本と上記以外

港湾におけるコンテナ取扱個数※の推移
２０１２年

全世界

日本

アジア
(日本含まず)

2億6,357万個 6億 141万個

1,350万個 1,848万個

1億1,656万個 2億6,606万個

２．３倍

１．４倍

２．３倍

※コンテナ個数は1TEUを1個とする
TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20フィート・コンテナを
１とし、40フィート・コンテナを２として計算する単位

２００２年

出典：THE WORLD BANK Container port trafficより国土交通省港湾局作成

アジアの港湾
２億６，６０６万個

アジアの港湾
１億１，６５６万個

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の取扱貨物量はContainerisation Internationalで収集される
主要な港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。
なお、日本の全てのコンテナ取扱港湾における取扱個数（外内貿計）は、1532万個（2002年）から
2123万個（2012年）に、10年間で1.4倍に増加している。（港湾統計より）

○２０１２年の世界のコンテナ取扱個数は６億個で、対前年比３．５％の増加
○最近１０年のアジアのコンテナ取扱個数の伸び率は２．３倍であり、日本の伸び率は１．４倍



アジア主要港におけるコンテナ取扱貨物

【アジア主要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】

１９８３年 ２０１３年

（単位：万ＴＥＵ）

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
3,224
127

東京湾
775
163

大阪湾
496
198

釜山
1,769

93
上海
3,362

7

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：万ＴＥＵ）

2013年（上段）

1983年（下段）

※東京湾は東京港・横浜港、
大阪湾は大阪港・神戸港。

TEU (twenty-foot equivalent unit)：
国際標準規格（ＩＳＯ規格）の
20 フィート・コンテナを１とし、
40 フィート・コンテナを２として
計算する単位。

深圳
2,328

―

香港
2,235
184

広州
1,530

―

寧波
1,735

―

青島
1,552

―

港 名 取扱量 港 名 取扱量

1 ロッテルダム 231 1 (1) 上海 3,362

2 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 207 2 (2) シンガポール 3,224

3 香港 184 3 (4) 深圳 2,328

4 神戸 162 4 (3) 香港 2,235

5 高雄 148 5 (5) 釜山 1,769

6 シンガポール 127 6 (6) 寧波 1,735

7 アントワープ 100 7 (8) 青島 1,552

8 シアトル 95 8 (7) 広州 1,530

9 基隆 94 9 (9) ドバイ 1,364

10 ハンブルグ 93 10 (10) 天津 1,301

28(28) 東京 486

11 横浜 93

48(43) 横浜 289

13 釜山 88

51(50) 名古屋 271

19 東京 70 56(52) 神戸 255

33 大阪 36 60(57) 大阪 241

※

※

出典：ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook1985及びLloyd’s List資料を基に国土交通省港湾局作成

…
…

…
…

…
…

･･
･･

[注] 数値はいずれも外内貿を含む。
ランキングにおける（ ）内は2012年の順位。

…
…

…



コンテナ船の大型化と我が国港湾の最大水深岸壁の推移

出典：2004年まで海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」、2004年以降はオーシャンコマース社及び各船社HP等の情報を基に国土交通省港湾局作成
注：TEU (twenty‐foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20 フィート・コンテナを１とし、40 フィート・コンテナを２として計算する単位
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必要岸壁水深
－１６ｍ

必要岸壁水深
－１５ｍ

必要岸壁水深
－１４ｍ

横浜港大黒
（13m 81年2月供用）

横浜港大黒
（14m 92年10月供用）

神戸港ＰＩ２期
（15m 96年4月供用）

横浜港南本牧
（16m 01年4月供用）

は我が国の最大水深の状況

最大船型の推移

※建造中

○スケールメリットによる輸送コスト低減のため、コンテナ船が超大型化
○現在、世界で就航しているコンテナ船の最大船型は、１万９千個積みであり、我が国に寄港しているコンテナ船の最大船型

は、１万３千個積み



北米・欧州航路における各アライアンスの船腹シェア

出典：情報誌「海運」2013年10月号をもとに国土交通省港湾局作成

２Ｍネットワークのシェアは、欧州航路で34％、北米航路で15％に達する。
ＣＫＹＨＥアライアンスのシェアは、欧州航路で23％に達する。（北米航路はCKYHアライアンスで25%）

ＯＣＥＡＮ ＴＨＲＥＥのシェアは、欧州航路で20％ 、北米航路で10％に達する。
Ｇ６アライアンスのシェアは、欧州航路で19％、北米航路で32％に達する。
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アジアー欧州航路

G6ｱﾗｲｱﾝｽ
32%
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THREE 
10%

アジアー北米航路
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我が国港湾とアジア主要港との欧米基幹航路寄港便数の比較
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北米航路

欧州航路

寄港便数／週

アジア主要港に寄港する
基幹航路の便数は増加
または横這い

我が国に寄港する
基幹航路の便数は減少

ここでの「基幹航路」は、北米航路、欧州航路を指す。

資料：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 １９９５の値は前年（１９９４年）の１１月現在の値 その他の値も同様に前年１１月の値

2013年
京浜港
32便

95 01 07 13

2013年
伊勢湾
11便

2013年
阪神港
14便

95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13 95 01 07 13

香港 シンガポール 上海 釜山 京浜 伊勢湾 阪神
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国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会の概要

＜概要＞
国土交通省では、平成２２年８月に、阪神港及び京浜港を国際

コンテナ戦略港湾に選定して以降、ハード・ソフト一体となった国
際コンテナ戦略港湾政策に取り組んできた。こうしたなか、海運・
港湾を取り巻く情勢の変化を踏まえ、政策の深化と加速を図る観
点から、平成２５年７月に「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員
会」を設置し、平成２６年１月には「最終とりまとめ」を公表した。

今後は、 施策の実現に取り組むとともに、 「最終とりまとめ」の
フォローアップを行うこととしている。

＜「最終とりまとめ」までの経緯＞
平成２５年

７月１０日：第１回：国際コンテナ戦略港湾政策のレビュー
７月中 ：以下の３回に分けて各界からヒアリング

①阪神港の各埠頭会社と港湾管理者､日本船主協会

②京浜港の各埠頭会社と港湾管理者、日本港運協会､
全日本トラック協会海上コンテナ部会

③日本経済団体連合会・荷主企業、日本内航海運
組合総連合会、外国船舶協会、

７月３１日：第２回：中間とりまとめに向けて
８月２０日：第３回：中間とりまとめ（案）について

８月２７日：中間とりまとめ公表
１０月３０日：第４回：基幹航路についての分析 等
１２月２６日：第５回：最終とりまとめに向けて
平成２６年

１月２０日：最終とりまとめ公表
８月２８日：第６回：最終とりまとめのフォローアップ 等

＜今後の進め方＞
適宜、「最終とりまとめ」のフォローアップを実施

＜委員会構成＞

木村 琢麿
髙木 勇三
竹林 幹雄

久保 昌三
鈴木 修
中村 次郎
前田 耕一

根本 勝則
井上 博史
河野 真人

竹谷 隆
宮尾 良太郎

髙島 正之
多羅尾 光睦
川端 芳文
吉井 真

西村 明宏
青木 一彦
大脇 崇
羽尾 一郎

※平成２６年１０月時点

千葉大学大学院専門法務研究科教授
公認会計士・監査法人五大会長
神戸大学大学院海事科学研究科教授

(一社)日本港運協会会長
(一社)日本船主協会常勤副会長
(一社)国際フレイトフォワーダーズ協会会長
外国船舶協会専務理事

(一社)日本経済団体連合会常務理事
住友商事(株)物流統括部長
サントリービジネスエキスパート(株)ＳＣＭ本部
物流部長
キヤノン(株)ロジスティクス統括センター所長
日産自動車(株)ＳＣＭ本部部品物流部長

横浜港埠頭(株)代表取締役社長
東京都港湾局長
阪神国際港湾(株)代表取締役社長
神戸市みなと総局長

国土交通副大臣（座長）
国土交通大臣政務官
国土交通省港湾局長
国土交通省大臣官房物流審議官



国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速
コンテナ船の更なる大型化や国際基幹航路の再編等、海運・港湾を取り巻く情勢が変化する中、我が国の産業競争力の強

化、ひいては国民の雇用と所得の維持・創出を図るため、「集貨」、「創貨」、「競争力強化」の３本柱の施策を総動員し、ハード・ソフ
ト一体の国際コンテナ戦略港湾政策を深化・加速することにより、我が国に寄港する国際基幹航路の維持・拡大を図る。

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営
会社に対する集貨支援

○国際コンテナ戦略港湾背後に立
地する物流施設の整備に対する
支援

○コンテナ船の大型化や取扱貨物量の
増大等に対応するための、大水深コ
ンテナターミナルの機能強化

○国際コンテナ戦略港湾のコスト削減、
利便性向上のための取組の推進○国際コンテナ戦略港湾における

積替機能強化のための実証
○国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社

に対する国の出資

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

国際コンテナ戦略港湾背後
への産業集積による「創貨」

○概ね５年以内：国際コンテナ戦略港湾に寄港する欧州基幹
航路を週３便に増やすとともに、北米基幹航路のデイリー寄港
を維持・拡大する。また、アフリカ、南米、中東・インドといった、
現状で我が国への寄港が少ない航路の誘致も進める。

○概ね１０年以内：国際コンテナ戦略港湾において、グ
ローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーン
マネジメントに資する多方面・多頻度の直航サービスを
充実する。

政策目標



利用者（船社等）

港湾運営会社

国

港
湾
管
理
者

・料金決定権の確保
・荷主・船社等への営業活動

財産貸付

料
金

出資者

監督

公共性確保のための
チェック

（運営計画・料金変更
命令・監督命令・大口
株式保有への規制等）

協力

・港湾運営会社の提案も
踏まえ、港湾計画を作成

・臨港地区における行為
の届出の特例

支援

荷役機械などの整備
に係る支援（税制・無
利子貸付）など

行政財産の貸付け 行政財産の貸付け

流通施設の経営など関連事業は
自由に展開

出
資

埠頭群の運営業務（公設民営）

財産貸付

関連事業

民間企業経営者を登用し、運営計画に基づ
き、港湾運営に関する業務を一元的・効率
的に実施

サ
ー
ビ
ス

○国土交通大臣が国際戦略港湾毎に一を限って指定した港湾運営会社が、行政財産（国・港湾管理者所有の港湾施設）の貸付け
を受け、自社施設と一体運営することで効率的な港湾運営を実現。

○民間企業経営者の登用や民間出資により、迅速かつ柔軟な港湾運営を実現。

港 湾 施 設

（国） （自社） （港湾管理者）

荷役機械など（会社が整備）

国土交通大臣が指定

港湾運営会社による効率的な港湾運営（国際戦略港湾）



港湾運営会社指定等のスケジュール（国際コンテナ戦略港湾）
26年度 27年度～23年度 25年度

【東京港】

《大阪港埠頭株式会社》

《神戸港埠頭株式会社》

【横浜港】

【大阪港】

【神戸港】

【京浜港】
港湾運営会社

《阪神国際港湾株式会社》

港湾運営会社

経営統合

経営統合

H23.4.1

犬伏泰夫社長就任
（H23.4.1 元神戸製鋼所社長）

川端芳文社長就任
(H23.6.27 元野村證券顧問）

阪
神
港

京
浜
港

髙島正之社長就任
（H24.6.29 元三菱商事副社長）

特例港湾運営会社

特例港湾運営会社

特例港湾運営会社

特例港湾運営会社指定

特例港湾運営会社指定

H24.4.1
《横浜港埠頭株式会社》

H23.3.31
改
正
港
湾
法
公
布

H24.8.28申請 H24.10.17

H24.6.19

H24.9.12

6.18 特例会社の指定申請期限

9.11 特例港湾運営会社の指定申請期限

特例港湾運営会社
の指定の失効

埠頭群の区分の指定から1年

埠頭群の区分の指定から4年

【京浜港】

埠頭群の区分の指定

【阪神港】

28年度

H24.11.16申請 H24.12.25

平野裕司社長就任
（H25.4.1 元日本郵船副社長）

特例港湾運営会社《東京港埠頭株式会社》

H23.4.1

H20.4.1 H25.9.10申請

《川崎臨港倉庫株式会社》

(H25.9.1より川崎臨港倉庫埠頭株式会社）

S35.8.16

永野幸三会長就任
（H25.6. 24 元川崎臨港倉庫社長）

【川崎港】

24年度

特例港湾運営会社

12/15
改
正
法
施
行

H25.9.9申請

特例港湾運営会社指定
H26.1.8

前倒し

国の出資は、経営統合後の
港湾運営会社に対して可能

H24.8.28申請 H24.10.17

H26.1.8

H26.10.1
本則港湾運営会社指定

H26.11.28

国出資
H26.12.26

11.28

埠頭群の区分の取消

9.11

犬伏泰夫会長就任
川端芳文社長就任



国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社への国出資

京 浜 港 、 阪 神 港 毎 に １ を 限 っ て 指 定 す る 株 式 会 社 で 、 民 間 の 視 点 で の 効 率 的 な 港 湾 運 営 を 行 う も の

国出資の意義 国出資の効果

港湾運営会社とは （平成２３年制度創設）

● 国 、 港 湾 管 理 者 か ら 事 業 基 盤 と な る コ ン テ ナ
タ ー ミ ナ ル 等 を 借 り 受 け 、 一 体 運 営

● 民 間 人 社 長 の 登 用 、 民 間 の 契 約 方 式 の 活 用 、
民 間 資 本 の 導 入 等 に よ る 効 率 的 な 港 湾 運 営

国際戦略港湾の港湾運営会社に対する国の出資 （平成２６年改正事項）

● 港 湾 運 営 会 社 の
財 務 基 盤 を 強 化 す
る

● 国 際 競 争 力 を 有 す る タ ー ミ ナ
ル 運 営 の た め の 設 備 投 資 の 促
進 等 が 図 ら れ る

● 国 、 港 湾 管 理 者 、
民 間 事 業 者 が 、 港
湾 運 営 に お い て 協
働 で き る 体 制 を 構
築 す る

● 国 の 信 用 力 や ネ ッ ト ワ ー ク を
背 景 と し た 全 国 か ら の 貨 物 集
約 や 、 海 外 船 社 へ の 航 路 誘 致
活 動 な ど 、 全 国 的 見 地 か ら 取
り 組 む べ き 課 題 等 に 迅 速 か つ
総 合 的 に 対 応 す る こ と が 可 能
と な る

基幹航路の我が国への寄港が著しく減少

国際戦略港湾の港湾運営会社に対して、国の出資を可能とする。
広域集貨など全国的課題への対応

設備投資の促進

高能率コンテナクレーンコンテナ２個吊りクレーン



阪神港における広域的・一体的な港湾運営

阪神港において、平成26年10月1日に神戸港と大阪港それぞれの特例港湾運営会社が経営統合し、「阪神国
際港湾株式会社」が設立され、その後、国土交通大臣が同社を港湾運営会社として指定し、さらに国から出資を
行った。これにより、国・港湾管理者・民間それぞれの強みを活かした協働体制が整った。

今後はこの協働体制により、広域からの貨物集約など、全国的見地から取り組むべき課題の解決に向けて強
力に取り組む。

◆設立日 平成26年10月1日（11月28日に港湾運営会社として指定）
（特例港湾運営会社である大阪港埠頭㈱と神戸港埠頭㈱が経営統合）

◆代表者 代表取締役会長 犬伏 泰夫（元 神戸港埠頭(株)代表取締役社長）
代表取締役社長 川端 芳文（元 大阪港埠頭(株)代表取締役社長）

◆出資比率 国(34%)、神戸市(31%)、大阪市(31%)、民間(4%) （合計14.6億円）

◆適用可能な制度 ①行政財産（国有港湾施設、港湾管理者が所有する港湾施設）の貸付け
②無利子貸付制度（最大8割）
③税制優遇措置（固定資産税・都市計画税1/2軽減）
④国出資 (平成26年12月26日に出資)

「阪神国際港湾株式会社」 の中期経営計画 （基本戦略）

１．戦略的かつ機動的な経営の実現
２．集貨施策の強化と創貨
３．ターミナルの高規格化・効率化の推進
４．組織力の向上
５．社会に貢献する企業を目指して

阪神国際港湾株式会社のシンボルマーク

「阪神国際港湾株式会社」の概要



参考資料

国際コンテナ戦略港湾政策

平成２７年４月



主要港のコンテナ取扱貨物量の推移

46 

561 

3,364

522 

1,704 

3,258

510 

1,810 

2,229

399 

2,328

235 

754 

1,768

92 

306 

1,364

367 

628 

1,162 

259 

488 

787

156 

290 

486

165 
232 

289260 
227 255

90 
191 

48 147 

249

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

上海(中国) シンガポール 香港(中国) 深圳(中国) 釜山(韓国) ドバイ ロッテルダム

ロサンゼルス 東京 横浜 神戸 名古屋 大阪

(万TEU)

上海

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

香港

深圳

釜山

東京

横浜

神戸

名古屋

大阪

ドバイ

ロッテルダム

ロサンゼルス

注：外内貿を含む数字。

出典：Containerization International yearbook、 Lloyd’s Listをもとに国土交通省港湾局作成

世界の港湾別コンテナ取扱個数上位５港および北米・欧州・中東・日本の主要港



岸壁
水深

対象船舶（例示）

船名
同縮尺イメージ

（長さ方向に同縮尺）
備考

積載
TEU

トン数
（DWT）

全長
（ｍ）

幅
（ｍ）

－14m 3,800 49,945 277 32 
RIVER 

ELEGANCE

パナマ運河を通航できるコンテナ船
（COSCO）
【北米東岸航路 CKYH AWE2】

－16m 9,300 99,500 332 45
NYK

ALTAIR
日本に寄港する最大のコンテナ船
【欧州航路 G6 Loop1】

-17m

13,208 143,521 366 48 
NYK

HELIOS

NYKの最大コンテナ船
（OOCLより4隻傭船）
【欧州航路 G6 Loop4】

13,900 151,200 369 51
MOL

QUEST No image
MOLの最大コンテナ船

（APL親会社より5隻傭船）
【欧州航路 G6 Loop5 】

14,000 - 366 51 - No image K-Lineが2015年に5隻投入予定

-18m

16,020 186,470 395 54
CMA-CGM
Marco Polo

2012年に営業投入された世界初の
16,000TEUクラスのコンテナ船
【欧州航路 CMA CGM FAL1】

18,000 194,153 400 59
MAERSK 

MC-KINNEY 
MOLLER

2013年に営業投入された世界最大
のコンテナ船
【欧州航路 Maersk AE10】

※１：各船舶の諸元はClarkson Container Ship Register 2012、Clarkson World Fleet Register Report (Jan.2013)、Marine Traffic及び船社ホームページによる。
※２：岸壁水深と対象船舶は「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年7月）」に準拠

※image

大型化が進むコンテナ船



●基幹航路便数の減少を、我が国の港湾の課題としてとらえると、

１．釜山港では、釜山港湾公社（ＢＰＡ：国１００％出資会社）が中心となり、大規模かつ多
種・多様な積替・集貨支援策を実施している。 ⇒ 集貨力不足

２．釜山新港では、①用地価格（賃貸料）の低廉化、②法人税・所得税一定期間免除など
手厚い税制優遇策等により、流通加工系企業の誘致を進めており、我が国港湾は、

ロジスティクスハブ機能の面で大きく遅れをとっている。 ⇒ 創貨力不足

３．我が国港湾では、釜山港等に比べ、コンテナターミナルの岸壁水深や、ヤードの広さ
において、大型コンテナ船への対応が不十分である。 ⇒ 港の競争力不足

釜山港におけるコンテナ積替・
集貨支援策

釜山港においては、釜山港湾公社が多種多様
な積替・集貨支援策を実施。
・インセンティブ措置（増加量支援等）
・港費減免措置（積替ターミナル利用支援等）

強力な企業誘致策により立地が進む
釜山新港背後の流通加工団地

釜山新港背後では以下のような優遇策により
流通加工系施設が多数立地
・低廉な用地価格
・法人税・所得税、固定資産税等の一定期間免除
・ 関税制度の優遇

（原料課税、製品課税の選択が可能等）

釜山新港イメージ図

「集貨」 、「創貨」 、 「港の競争力強化」の総合的取組が必要

※：16m未満のバースが含まれている可能性がある。
出典：各港HP、港湾管理者ヒアリング等に基づく国土交通省港湾局調べ(2013年4月時点）

コンテナターミナル規模の国際比較

日本 韓国 中国 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

京浜 阪神 釜山 上海 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

5 0 21 16 23※

【水深16ｍ以上の岸壁数】

釜山航路に就航している韓国船社コンテナ船

我が国港湾の課題



○ 「G6アライアンス（G6）」 は、Hapag-Lloyd、OOCL、NYK
からなる「グランドアライアンス（GA）」とAPL、Hyundai、
MOLからなる「ニューワールドアライアンス（TNWA）」
が結成した、アジア-欧州航路 におけるアライアンス

（２０１２年3月よりサービス開始）。

○北欧州５、地中海２の合計７ループで共同配船。うち、
Loop1が日本（神戸港、名古屋港、清水港、東京港）
に寄港。

○ 「P3ネットワーク（P3 Network）」 は、マースク、MSC、
CMA-CGMがアライアンスを結成すると２０１３年６
月に発表するが、２０１４年６月に結成断念を発表。

○マースクとMSCは、２０１４年９月に米連邦海事委員
会「FMC」に2Mアライアンスの承認を申請

（２０１４年１０月承認、２０１５年１月よりサービス開始)

○アジア―欧州航路、大西洋横断航路、太平洋横断航
路で約30％のシェアを占める。

Ｇ
６
ア
ラ
イ
ア
ン
ス

２
Ｍ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

P3 Network

2M Network
※2014年6月P3 Network結成断念を発表
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○ 「OCEAN THREE」 は、CMA CGM、CSCL、
United Arab Shipping Co(UASC）が結成した、
アジアと北欧州、地中海、北米西岸、北米東岸
間におけるアライアンス
（２０１５年１月よりサービス開始)

<Loop1の寄港地>
神戸⇒名古屋⇒清水⇒東京⇒香港⇒
カイメップ⇒シンガポール⇒ジェッダ⇒

ロッテルダム⇒ハンブルグ⇒サウサンプトン
⇒ルアーブル⇒シンガポール⇒香港⇒神戸

OCEAN THREE

C
K
Y
H

E

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

○ 「CKYHEアライアンス」 は、CKYHアライアンス（コスコ、川
崎汽船、陽明海運、韓進海運）とエバーグリーンが結成し
た、欧州・地中海航路におけるアライアンス

（２０１４年４月よりサービス開始）
○北米関連航路（アジア・北米東西岸及び北米・北欧州）につ

いても、２０１４年１０月に米連邦海事委員会「FMC」に提
携拡大を届け出（２０１５年春先よりサービス開始予定）

CKYHEアライアンスChina Ocean Shipping(Group)Co.（COSCO,
中国）

川崎汽船（K LINE,日本）
Yang Ming Line（陽明海運,韓国）

Hanjin Shipping（韓進海運,韓国）

Evergreen（台湾）

CKYHアライアンス

COSCO（中国）

K LINE）日本）
陽明海運（韓国）

韓進海運（韓国）

Evergreen（台湾）

海運・港湾を取り巻く情勢（アライアンスの再編）



【「日本再興戦略」改訂２０１４（平成２６年６月２４日閣議決定） 中短期工程表】

2016年度 2017年度～

通常国会

2013年度 2014年度 2015年度

通常国会
概算要求

税制改正要望等
秋 年末

国際コンテナ戦略港湾における大水深コンテナターミナルの整備（2016年度までに現状の３バースから12バースに）

「立地競争力の更なる強化③」 空港・港湾など産業インフラの整備

【大水深コンテナターミナルの国際比較】

大水深コンテナバースの整備見通しと国際比較

国名 港湾名

水深16m以上の
コンテナターミナル 2011年コンテナ取扱個数

〔左列：万TEU、右列：順位〕
整備中

日本

東京 0バース 2バース※1   469.1 29位

横浜 5バース 2バース※2   308.3 40位

大阪 0バース 1バース※3   249.0 52位

神戸 0バース 6バース※4 247.0 53位

韓国
釜山 21バース 1702.3 5位

光陽 7バース 225.3 60位

中国 上海 16バース 3257.5 1位

シンガポール シンガポール 23バース※5 3164.9 2位

オランダ ロッテルダム 5,370m※6 1186.6 11位

ドイツ
ハンブルグ 4バース 890.0 14位

ブレーマーハーフェン 15バース※5 328.0 20位

フランス ルアーブル 6バース 222.0 62位

イギリス フェリクストゥ 2バース 351.9 35位

アメリカ
ロサンゼルス 13バース※5 807.8 16位

ロングビーチ 4バース 604.6 22位

※1：うち1バースを2016年度までに整備予定。 ※2：うち1バースを2016年度までに整備予定。

※3：航路水深14mで暫定供用中。整備完了は2017年度以降を予定。 ※4：うち4バースは岸壁水深15mで暫定供用中。これを含み2016年度までに5バースを整備予定。

※5：最大水深は16mだが、16m未満のバースが含まれている可能性がある。 ※6：バース数が不明なため、バース延長を記載している。

出典：各港HP、港湾管理者ヒアリング等に基づく国土交通省港湾局調べ(日本は2014年12月時点、海外各港は2013年4月時点）。
コンテナ取扱個数は『CONTAINERISATION INTERNATIONAL』

15バース※5

23バース※5

5,370m※6

13バース※5



国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する集貨支援

事業対象者

阪神港

京浜港

釜山港等

京浜港
阪神港

国際コンテナ戦略港湾における基幹航路の維持・拡大を図るため、経営統合した港湾運
営会社の集貨事業等の経費の一部を補助する「国際戦略港湾競争力強化対策事業」を
実施する。

事業スキーム

国

港湾運営会社

補助対象事業

○基幹航路維持・拡大に資する集貨事業
○渋滞対策に資する事業

補助
（事業費の１／２）

外航船社

内航船社

荷主
等

国際コンテナ
戦略港湾利用
への転換

集貨事業イメージ

転換させた貨物に対し、
インセンティブを港湾運営会社が
事業対象者に付与 等



国際コンテナ戦略港湾におけるコンテナ貨物需要の創出（創貨）
（特定用途港湾施設整備事業）

【対象施設】

国際コンテナ戦略港湾（京浜港、阪神港）の埠頭の近傍に立地する物流施設（上屋、倉庫）

【貸付比率】

国 ： 港湾管理者 ： 民間事業者 ＝ ３ ： ３ ： ４

○国際コンテナ戦略港湾において、コンテナ貨物需要の創出に資する流通加工機能を備えた物流施設の
埠頭近傍への誘致・集積により、ロジスティクス・ハブ機能の強化を図る。

国際コンテナ戦略港湾において、流通加工機能を備えた荷さばき施設（上屋）又は保管施設（倉庫）を整備す
る民間事業者に対する無利子貸付を行う。

【国際コンテナ戦略港湾における創貨のイメージ 】

コンテナターミナル

流通加工機能を備えた物流施設
（ロジスティクス・ハブ機能の強化）

流通加工機能を備えた物流施設

物流施設における流通加工（包装・梱包）状況



阪神港における平成27年度の実施中プロジェクト

[北港南地区]
国際海上コンテナターミナル整備事業(水深16m) C10～12
事業期間：H3～H32予定

北港南

大阪港

[六甲アイランド地区]
国際海上コンテナターミナル
整備事業(水深16m) RC-6,RC-7
事業期間：H25～H30予定

[ポートアイランド（第2期）地区]
国際海上コンテナターミナル
整備事業（水深16m） PC-13～18
事業期間：S62～H32予定

六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ

ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ
(第2期)

神戸港



京浜港における平成27年度の実施中プロジェクト

[10号地その2～中央防波堤外側地区]
臨港道路整備事業(南北線)
事業期間：H26～H31予定

中央防波堤外側

10号地その2

東京港

本牧ふ頭

南本牧ふ頭

横浜港

[南本牧ふ頭地区]
国際海上コンテナターミナル整備事業(水深18m等) MC3,MC4
事業期間：H19～H32予定

[東扇島～水江町地区]
臨港道路整備事業
事業期間：H21～H30予定

東扇島
水江町

川崎港
[中央防波堤外側地区]
国際海上コンテナターミナル
整備事業(水深16m) Y2,Y3
事業期間：H19～H31予定

[南本牧～本牧ふ頭地区]
臨港道路整備事業
事業期間：H21～H28予定(Ⅰ期分)



名 称 東京港埠頭（株） 横浜港埠頭（株） 川崎臨港倉庫埠頭（株） 阪神国際港湾(株)

所在地

〒135-0064 〒231-0023 〒210-0865 〒651-0087

江東区青海2-4-24 横浜市中区山下町2 川崎市川崎区千鳥町22-3 神戸市中央区御幸通8-1-6

設立年月日 平成19年10月25日 平成23年7月26日 昭和35年8月16日 平成26年10月1日

特定外貿埠頭の管理運営に関する法
律に基づく指定日

平成20年4月1日 平成24年4月1日 － －

本則／特例の別 特例 特例 特例 本則

港湾法に基づく港湾運営会社指定日 平成26年１月８日 平成24年12月25日 平成26年１月８日 平成26年11月28日

資本金 168億55百万円 150億28百万円 １億円 ７億3千万円

出資者（議決権）
内訳

・東京都（50%）
・(株)東京臨海

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（50%）

・横浜市（99.944%）
・横浜港運協会（0.035%）
・横浜商工会議所（0.004%）
・(株)三井住友銀行

（0.018%）

・川崎市 （50%）
・日本通運（株）（10%）
・東洋埠頭（株）（10%）
・三井埠頭（株） （10%）
・鈴江ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（株）

（10%）
・明糖倉庫（株）（10%）

・国(34.2%)
・大阪市（30.8%）
・神戸市（30.8%）
・(株)三井住友銀行(2.7%)
・(株)みずほ銀行(0.7%)
・(株)東京三菱UFJ銀行

(0.7%)

代表取締役社長等

平野 裕司 髙島 正之 永野 幸三 【会長】犬伏 泰夫

（元日本郵船(株)
代表取締役副社長）

（元三菱商事(株)
代表取締役副社長

執行役員）

（元川崎臨港倉庫(株)
代表取締役社長）

（元(株)神戸製鋼所
代表取締役社長）

【社長】川端 芳文

（元野村證券(株)顧問）

平成26年12月26日現在

国際戦略港湾における港湾運営会社の概要



政府全体としての国際コンテナ戦略港湾政策の位置付け①

第二 ３つのアクションプラン
一．日本産業再興プラン

５．立地競争力の更なる強化
５－１．「国家戦略特区」の実現/公共施設等運営権等の民間開放（PPP/PFIの活用拡大）、空港・港湾など産業
インフラの整備/都市の競争力の向上
（２）施策の主な進捗状況
（首都圏空港・国際コンテナ戦略港湾の強化、圏央道の整備等を推進）
・首都圏空港の強化のため、昨年度、羽田空港の国際線３万回増枠を実施したほか、 LCC（低コスト航空会

社）の参入により大都市圏と地方空港を結ぶ国内新規路線が増加するなど航空ネットワークの充実が図られ
ている。国際コンテナ戦略港湾の強化のため、港湾運営会社への国の出資を可能とする港湾法の改正が本
年４月に成立した。また、本年６月に、首都圏中央連絡自動車道が東名高速道路・中央自動車道・関越自動車
道間でつながる。

（３）新たに講ずべき具体的施策
iv）都市の競争力の向上と産業インフラの機能強化

首都圏空港、国際コンテナ戦略港湾、首都圏３環状道路等の三大都市圏環状道路等の国際競争力を強化す
るインフラの整備・活用を推進するとともに、新たに以下の施策を講ずる。
②産業インフラの機能強化

2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会等を目途として、首都圏空港の発着枠を現在の約75万回から

約８万回増枠させることを含め、更なる首都圏空港の機能強化方策に係る関係地方公共団体等との協議・検討
を行った上で、適切な方策の実行を目指す。また、国際コンテナ戦略港湾である横浜港の国際競争力を強化す
るため、強制水先の緩和に向けて東京湾における安全対策を含めた検討を行い、本年８月までに結論を得る。

「日本再興戦略」改訂2014 （平成２６年６月２４日閣議決定）



政府全体としての国際コンテナ戦略港湾政策の位置付け②

第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２． 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方
（２） 社会資本整備
（基本的な考え方）

社会資本整備については、厳しい財政状況の下、国民生活の将来を見据えて、既設施
設の機能が効果的に発揮されるよう計画的な整備を推進する必要がある。
また、国際競争力の強化、地域の活性化、国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）、
防災・減災対策、老朽化対策等の諸課題に対して一層の重点化を図りつつ、人口減少・
高齢化、財政制約の下、民間活力の最大限の発揮等による効率化を図りながら、マネジ
メントを重視した社会資本整備を計画的に推進することが求められる。

（選択と集中、優先順位の明確化）
・人口減少・高齢化や厳しい財政制約の下で、民需誘発効果や投資効率の高いインフラ、

国際競争力を強化するインフラ（首都圏空港・国際コンテナ戦略港湾・首都圏３環状道
路を始めとする大都市圏環状道路等）や国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）、防
災・減災等に資するインフラに重点化し、コンパクトシティ等による集約・活性化、イ
ンフラの維持管理・更新を効果的、効率的に実施する。

経済財政運営と改革の基本方針2014（平成２６年６月２４日閣議決定）


